
新宿区高齢者保健福祉推進協議会設置要綱 

 

平成 18 年 4 月 1 日改正 

 

（設置） 

第１条 新宿区老人保健福祉計画及び介護保険事業計画（以下「計画」という。）に基づき、

新宿区高齢者保健福祉推進協議会（以下「協議会」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 協議会は、次に掲げる事項を所掌する。 

一 計画の進行管理に関する意見を述べること。 

二  計画の見直しに関しての検討及びその結果を区長へ報告すること。 

（組織） 

第３条 協議会は、２０人以内の委員で組織する。 

2  委員は、次の各号の区分により、当該各号に掲げる人数について、区長が委嘱する。 

一 学識経験者      ４人以内 

二 弁護士        １人 

三 公募区民       ７人以内 

四 各種団体構成員    ８人以内 

（委員の任期） 

第４条 委員の任期は、３年とし、再任を妨げない。 

2  委員に欠員を生じた場合における後任の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（会長及び副会長） 

第５条 協議会に会長及び副会長を置く。 

2  会長及び副会長は、委員の互選による。 

3 会長は協議会の会務を総理する。 

4 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときはその職務を代理する。 

（会議） 

第６条 協議会は会長が招集する。 

2  協議会は、半数以上の委員の出席がなければ会議を開くことができない。 

3 協議会の議事は、出席委員の過半数でこれを決し、可否同数のときは会長の決するとこ

ろによる。 

4 会長が必要と認めるときは、委員以外の者に対して会議への出席を求め、意見を聴くこ

とができる。 

（部会の設置） 



第７条 協議会は、必要に応じて部会を設置することができる。 

2  部会で検討した結果は、協議会に報告するものとする。 

3 部会の組織及び運営について必要な事項は、別に協議会が定める。 

（庶務） 

第８条 協議会の庶務は、健康部計画推進課が担当する。 

（会議の公開） 

第９条 協議会の会議は公開とする。ただし、協議会が公開することを不適当と認めると

きは、この限りではない。 

（委任） 

第 10 条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、別に協議会が

定める。 

 

附 則 

この要綱は、平成１２年５月２９日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１６年４月１日から施行する。 

 附 則 

この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。 

 


